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1 在特会は、2009年 4月 11日、不法滞在を理由に入国管理局から強制送還を命じられ
２ 





























































地域で集中的にヘイトスピーチが行われた。特に鶴橋で行われた 2013 年 2 月
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カウンターの規模は、2013 年 3 月 17 日に約 200 名であったのが、同年 3 月
31日に 400～600 名にのぼり、その後 6月 16 日にも 350名を記録している7。と
ころが、6月 16日の街宣ではヘイトスピーチ参加者とカウンターとあいだに暴
力事件が起こり、それぞれ 4名、総 8名が現行犯で逮捕される事件が発生した。
このような事件が起きてまもなくの 2013年 7月 7日には在特会の方から予定さ
                                                                                                                                       
を極端な事例としてみるべきだという意見もある。 
7 朝日新聞(2013年 3月 26日)「反韓デモに抗議のうねり ツイッター発、市民集う」、





















                                                   
8 <表 1>でわかるように、実際、ヘイトスピーチはしばらく同年 9月までは減尐してい
る。有田(2013:82-85)によると、参議院選挙期間であったことや既成右翼の批判などを











                                                   



























い」という認識を示している(2013 年 5月 9 日、参議院法務委員会)。結局、前












判所と最高裁判所で認められるようになった12。この事件は 2011 年から 2012
年にかけて刑事訴訟においてすでに違法判決が出されていたが、刑事訴訟で罪
の焦点になったのは、威力業務妨害罪13と器物破損など、物的被害に対する刑

































2014 年 7月 8日大阪高等裁判所、その後 2014年 12 月 9日最高裁判所でも支持
され、それぞれ違法判決が下され、社会的関心を呼び起こした。その結果、 2014
年下半期にヘイトスピーチが短期的に減尐する要因となった16 
最後に、2014 年 9月 26日、人種差別撤廃委員会17から、日本内のヘイトスピ
ーチについて直接対処を求める勧告が出された。人種差別撤廃委員会は「人種
差別撤廃条約」に基づいて設置された委員会で、締結国に対し勧告を出す権限







                                                   
16 2015 年法務省委託調査で行われた「ヘイトスピーチに関する実態調査報告書」では、
この民事訴訟に対する大阪高裁(2014年 7月 8日)や最高裁(2014年 12月 9日)の判決後、
2014年 10月からヘイトスピーチが現象に転じた傾向があり、判決の結果がデモ等の発
























実態調査によると、日本全国で 22 か所の地方議会が地方自治法第 99 条の規
定により、国家にヘイトスピーチに対する対策を求める意見書を提出している
                                                   














































































































































































                                                   
24 議員立法は、憲法 41 条の「国会は国の唯一の立法機関」がその根拠であり、国会法
56 条は衆議院への発議なら議員 20人以上、参議院なら議員 10人以上の賛成が必要と
定めている。 
25 長の担任する事務には、地方自治法 149 条 1号「普通地方公共団体の議会の議決を
経べき事件につきその議案を提出すること」が含まれ、「普通地方公共団体の議会の議




















連盟)」である。「議員連盟」は 2015年 5月 22 日、第 189 回国会の参議院で「人
種等を理由とする差別の撤廃のための施策の推進に関する法律案(以下、人種差
別撤廃基本法案27)」を提出し、同年 8 月 4 日発議者が提案の趣旨を説明した。
それから、同年 8 月 6 日に法律案の審議が行われたが、民進党を除いた与野党
の反対にぶつかり、結局、「継続審議」となった。 
「人種差別撤廃基本法案」は、第 190 回国会で再び審議されるようになった
が、実質的に法案自体に対する審議は行われなかった。一方、2016 年 4 月 8
日には、与党の自民党と公明党の国会議員により「本邦外出身者に対する不当
な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律案(以下、与党法案)」が





















その最初の集会は 2013年 3月 1日に開催された「排外・民族侮蔑デモに抗議
する国会集会」で、国会議員 11名を始め、約 250 名の市民及び専門家が参加し
た。2回目は同年 5 月 7日に開催され28、3回目は同年 6月 20日に開催された。
3回目の集会では 「激化するヘイトスピーチをどう止めるか－攻撃を向けられ
た被害者たちの声を聞く」という題目で開かれ、ヘイトスピーチの被害者の訴
                                                   


















                                                   















る情報の提供(第 11条)、啓発活動(第 12 条)、人権教育の充実(第 13条)、国内
外における努力に関する情報の収集(第 14条)、インターネットを通した差別防




けでなく、意見の陳述(第 20条 2項 2号)や勧告を行うことができる(第 20条 2














日時 院内集会のタイトル 集会の内容 
2015年 
6 月 26日 






賛同団体：総 48団体(6月 25 日基準)33 
2015年 
7 月 22日 






賛同団体：総 48団体(7月 7 日基準) 
2015年 
9 月 2 日 






























＊反差別国際運動(IMADR)、外国人人権法連絡会の HP に基づき、筆者作成 
 
                                                   
33 外国人人権法連絡会 HP(https://gjinkenh.wordpress.com/2015/06/07/06/)(検索
日:2017 年 7月 24日) 
34 IMADR HP(http://imadr.net/stophatespeech3/)(検索日:2017 年 7月 24日) 
35 IMADR HP(http://imadr.net/20160419/)(検索日:2017 年 7月 24日) 
36 外国人人権法連絡会 HP(https://gjinkenh.wordpress.com/2016/04/)(検索日:2017
年 7月 24日) 
２６ 

































                                                   
37 外国人人権法連絡会 HP(https://gjinkenh.wordpress.com/2015/06/07/06/)(検索
日:2017 年 7月 24日) 
２７ 
にもかかわらず、国会では民進党を除いた与野党の支持を得ることができなか
った。自民党の猪口邦子議員は、第 3 条の「不当な差別的扱い」(第 3 条第 1











































局、9月 25 日、本会議で全会一致で「継続審議」となった。 































































った。さらに、2015 年 11月８日川崎市伏見公園付近41、2016年 3月 20 日ＪＲ
川崎駅42、そして同年 3 月 27 日新大久保で行われた街宣43でのヘイトスピーチ
                                                   
41 2015年 11月 8 日、川崎市内で行われたヘイトスピーチでは、カウンターとのトラブ
ルを懸念した主催者側からコースを一部短縮したいという申出があり、警察はこれを認
































法連絡会44、認定 NPO法人ヒューマンライツ・ナウ(Human  Rights  Now)45では
声明書を発表し、在日大韓民国民団では緊急集会を開き、対策を議論した。 

















                                                   
44 外国人人権法連絡会 2016 年 4 月 9 日「ヘイトスピーチに関する徒党法案に対する
緊急声明」(https://gjinkenh.wordpress.com/2016/04/09/11/)(検索日:2017 年 7月 24
日) 
45 認定ＮＰＯ法人ヒューマンライツ・ナウ 2016 年 4月 18 日「「本邦外出身者に対する
不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律案」に対する声明」（htt 
p://hrn.or.jp/activity/6884/)(検索日:2017年 7月 24 日) 
46 「今こそ人種差別撤廃基本法の実現を」4・19院内集会アピール(https://gjinkenh. 


















                                                   
47 「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律

























































































































































                                                   
48 神奈川新聞「23 都道府県にヘイト具体例」(2017 年 2 月 5 日)、具体例を求めた地方
公共団体には、川崎市、京都府、大阪市、神戸市、福岡県など 13 か所があった。 
４２ 
さらに「ヘイトスピーチ解消法」の制定後、地方公共団体では様々な成果が













                                                   







2014 年からにすでに本格的に行われ、2015 年 5月に「大阪市ヘイトスピーチへ










第Ⅰ章で言及しているように、大阪市の鶴橋では、2013年 2月や 3 月に集中
的にヘイトスピーチが行われ、ある中学生の「鶴橋大虐殺」発言などによって
社会的話題が呼び起こされた。このような露骨な排外主義に対して、在日本大










責務と見做し、区(生野区)の行政問題として提起し、2014 年 7月まで 3回にわ
たって嘆願書を提出している(宮㟢正 2016：82)。 
大阪市で法的議論を始めるようになったのは、当時の橋下徹大阪市長の決断
によるものであった。橋下市長は、2014 年 7 月 10 日の市長定例会見で、ヘイ
トスピーチに対する「対応策を考えよう関係部局に指示を出し、法律的、行政
的検討を始めた」と表明した。 




































                                                   











置した。この検討部会は非公開で 6 回実施され、第 29 回「大阪市人権審議会」
で中間報告54を行い、第 30 回では答申案55を検討した。「大阪市人権審議会」は






















































                                                   
57 門真市市民文化会館では、「朝鮮の食養文化」という題目の集会が行われる予定であ




















                                                                                                                                       





































そして審査会に関する規定(第 4章、第 5章)が含まれている。 
この条例案は、市議会の「5、6月定例会常任委員会」では、市民意見公募の
際、市民の中で法的規制に対する懸念や反発もあり、市民の理解を得る時間が
必要だとして同年 6月 10 日に閉会中「継続審議」となったが、同時に「ヘイト
スピーチの根絶に向けた法整備を求める意見書案」59が提出され、全会一致で
可決された。その後、「8、9 月定例会常任委員会」で再び審議が始まり、同条
                                                   
58 大阪市 HP(http://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000309374.html)(検索
日:2017 年 4月 27日) 
59 議員提出議案第 16号「ヘイトスピーチの根絶に向けた法整備を求める意見書案」
(2015 年 6月 10 日提出案件) 
５２ 
例案の早期制定に関する陳情書(陳情第 81 号)が提出された。それから同年 1
月 15 日、条例の一部修正が可決された。修正された条例案は自民党を除き、賛
成多数で可決された。 
















                                                   


























































































条例が全面施行された 2016 年 7月 1日以降、2017 年 7月 24日現在まで、13
回に及ぶ審議を行った。そして、2017 年 3 月 30 日、動画投稿サイトの「ニコ
ニコ動画」に掲載されていた、2013 年大阪市内で行われた 3件のデモ活動をイ
ンターネットに掲載し、不特定多数の者が視聴できる状態に置いていた行為を



















                                                   

















応をしていなかった。 福田紀彦川崎市長の場合、2014 年 3 月 5 日にヘイトス
ピーチに参加していた男性が、歩行者をカウンターであると誤解し、刃物で切
りつけた障害事件に対しても、「聞いていない」と答えている(川崎市、2014a)。







 しかし、状況が変化したのは、2015 年 11 月 8 日や 2016 年 1 月 31 日に行わ
れたヘイトスピーチが在日コリアンの集住地域である桜本を通過するようコー
スが設定されたからである。2015 年 11 月 8 日、川崎市内伏見公園から桜本を
通し、川崎駅を解散地にするデモが予定されたが、大規模のカウンターとの摩
擦が予想されると主催者はコースを変更した。その後、2016 年 1 月 31 日にま





                                                   
































                                                   
65 平成 28 年第 1 回川崎市議会定例会(http://www.city.kawasaki.jp/980/cmsfiles/ 
contents/0000075/75668/28-1-1-1.pdf） 
６２ 






























さらに、2016 年 5 月 27 日桜本区に位置した社会福祉法人青丘社の申立に対
し、横浜地裁川崎支部は、同年 6月 2 日、ヘイトデモを予告していた津崎尚道
に桜本でデモを行うことを禁じる仮処分決定を出した。横浜地裁はまず、認定






                                                   
66 「公園内行為許可申請の不許可処分に関する市長コメント平成２８年５月３１日報
道発表資料」（http://www.city.kawasaki.jp/templates/press/cmsfiles/contents/00



























 その後、3回にわたっての協議会での議論(2016 年 7月 13 日、同年 9月 7日、
同年 11月 16日)や、3回の部会議論(2016 年 7月 20 日、同年 8月 10 日、同年











                                                   
67 川崎市市民文化局 報道発表資料（2017年 5月）(http://www.city.kawasaki. 
jp/templates/press/250/0000078624.html)(検索日:2017 年 7月 24日) 
68 川崎市 HP「川崎市人権施策推進基本計画「人権かわさきイニシアチブ」」











































                                                   
69 対応範囲は、川崎市内で発生あるいは川崎市民に関することなど。 
６８ 















                                                   
70 川崎市 HP「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進 
に関する法律に基づく「公の施設」利用許可に関するガイドライン(案）」 
(http://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/250/0000088441.html) 









































                                                   



























「 適 法居 住要
件」の削除 
- 「与党法案」の

































                                                   
74 外国人人権法連絡会(2015 年 1月 31日)「人種差別撤廃基本法 モデル案」 

























自民党 反対 反対 法案提出(賛成) 
 (1)保護 - 
(2)禁止 - 
(3)措置 訴訟費用の支援削除要求 
公明党 賛成 反対 法案提出(賛成) 








(2)禁止 - 禁止条項の追加要請 
(3)措置 - 事前規制要求 
共産党 賛成 反対 賛成 
 (1)保護 - 適法居住要件削除要請 
(2)禁止 禁止条項の明記要求 禁止条項の追加要請 
(3)措置 訴訟費用の支援支持 - 
維新の会 賛成 反対 賛成 
 (1)保護 - - 
(2)禁止 - - 














                                                   







年 6 月 5 日、市議会全体が福田川崎市長の事前規制に協力し、決議を提出した
点では共通的だといえる。ただ、自民党は事前規制に対して懸念を表し、共産
党は使用許可条件を加え、事前規制を求めるなど、政党別に違いが見られる(川
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본 연구는 일본에서 2016년에 제정된 ‘본국 외 출신자에 대한 부당한 
차별적 언동의 해소를 위한 대책 추진에 관한 법률’, 이른바 ‘헤이트 스피
치 해소법’의 제정 과정 및 지방공공단체인 大阪市의 ‘大阪市 헤이트 스
피치에 대한 대처에 관한 조례', 그리고 조례 제정을 추진 중에 있는 川崎
市의 사례를 분석함으로써, 헤이트 스피치(hate speech)에 대한 법적 논
의의 현재와 향후의 방향성을 살펴보는 것을 목적으로 하고 있다. 
근년 일본에서 사회문제화되고 있는 헤이트 스피치는 2009년 ‘재일특권
을 용납하지 않는 시민의 모임(재특회)’가 필리핀인 일가 및 교토 조선학
교에 대한 공격으로 시작되었으며, 2013년에는 재일코리안이 모여사는 지
역에서 집중적으로 벌어졌다. 또한 이에 대한 저항을 표방하는 새로운 시
민세력인 ‘카운터’가 등장하면서 서로 충돌이 일어나는 등, 현실적으로 새
로운 입법의 필요성이 제기되었다. 
헤이트 스피치에 대한 법적 규제에 대한 논의는 표현의 자유와 언론의 
위축에 대한우려로 인해 난관에 부딪쳤으나, 2014년 민진당 의원이 주체
가 되어 ‘인종차별철폐기본법을 요구하는 의원연맹’의 결성되었고, 재특회
의 헤이트 스피치에 대한 위법 판결, 그리고 인종차별철폐위원회의 권고
８６ 
는 법적 논의의 직접적 계기가 되었다.  
 헤이트 스피치에 대한 입법을 추진한 것은 ‘인종차별기본법을 추진하
는 의원연맹’으로, 원내집회를 통해 법적 규제를 요구하는 다수의 인권단
체 및 민족단체들을 결집시키는 역할을 했다는 점에서도 의의가 있다. 그
러나 이 법안은 국회 심의에서 민진당을 제외한 여야당의 반대를 극복하
지 못했다. 결국 여당인 자민당과 공명당에서 제출한 ‘헤이트 스피치 해소
법’이 제정되었으나, 보호대상 설정의 편협성, 금지조항의 부재, 조치 내
용의 소극성 등으로 인해 실효성에 대한 논의가 계속되고 있다. 또한, 인
종차별철폐위원회의 권고 내용이나 ‘재특회’ 대한 사법판결에서 나타난 입
법상의 과제를 반영하고 못하고 있다고 할 수 있다. 이에 시민 사회에서
는 이러한 문제를 인식하고, 협력을 통해 ‘헤이트 스피치 해소법’의 실효
화와 포괄적 인종차별철폐법안의 제정 요구라는 두 축으로 활동을 이어나
가고 있다. 
한편, 지방공공단체에서도 헤이트 스피치에 대한 독자적 조치를 위한 
조례 제정에 관한 논의가 진행되고 있다. 大阪市의 경우에는 ‘헤이트 스피
치 해소법’ 제정 이전에 조례를 제정하여 사후적 규제로서의 ‘인식 등의 
공표’ 조치를 시행하고 있다. 그러나 '헤이트 스피치 해소법' 이후에도 기
본 방향을 바꾸지 않고, 실효성 있는 사후적 규제의 방향성을 가지고 있
다. 구체적으로는 공표내용을 실명으로 할 수 있는 조치내용으로 개정논
의를 진행 중에 있다.  
８７ 
川崎市의 경우는 아직 조례 추진 단계에 있다고 할 수 있으나, ‘헤이트 
스피치 해소법’의 제정과 그 부대결의, 그리고 인종차별철폐조약에 대한 
적극적인 해석을 통해, 헤이트 스피치에 의한 인권침해는 사후적으로는 
구제될 수 없다는 인식을 가지고, 가이드라인 책정을 통한 사전 규제로 
방향을 잡고 조례추진에 관한 논의를 활발하게 이어나가고 있다. 이러한 
논의는 향후 여러 지방공공단체의 법적 규제 논의의 좋은 본보기가 될 것
이다. 
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